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国保だより

平 成 1 7 年 度 税 率 表
医　　療　　分 介　　護　　分

資 産 割 税率　 10.0％ 税率　 1.0％
均等割額 一人当たり 24,000円 一人当たり 5,100円
平等割額 １世帯 24,200円 １世帯 5,100円

・所得割額　加入者の前年中の所得に応じて算出される額
・資産割額　加入者の当該年度分の固定資産税額に応じて

算出される額
・均等割額　加入者数に応じて算出される額
・平等割額 １世帯にいくらと算出される額

《課税限度額》
算出された金額が、医療分は53万円を超える場合、53

万円が上限となり、介護分は８万円を超える場合、８万
円が上限となります。

所 得 割 税率　 7.6％ 税率　 1.0％

保険給付について
保険医療課（10848^7605050848^42130）

税額・所得申告・納税通知書について
市 民 税 課（10848^7603150848^76132）

納付・納付相談について
収　納　課（10848^7603450848^76132）

〈問い合わせ先〉

国民健康保険（国保）は、職場の健康保険な

どに加入していないすべての人たちが、病気

やけがをしたとき、安心して医療が受けられ

るように、普段から国保税を出し合い、お互

いに助け合う制度です。

皆さんが納める国保税は、医療費や出産・

死亡など保険給付の大切な財源となります。

国
保
税
は
、
そ
の
年
度
に
か
か

る
と
予
想
さ
れ
る
医
療
費
か
ら
、

患
者
の
一
部
負
担
金
や
国
の
補
助

金
な
ど
を
控
除
し
た
費
用
を
も
と

に
決
め
ま
す
。
本
年
度
の
税
率
は
、

次
の
と
お
り
で
す
。

世
帯
内
に
40
歳
以
上
65
歳

未
満
の
人
（
介
護
保
険
の
第

２
号
被
保
険
者
）
が
い
る
場

合
は
、
医
療
分
と
介
護
分
の

合
計
額
が
、
年
間
の
保
険
税

額
と
な
り
ま
す
。
い
な
い
場

合
は
、
医
療
分
の
み
が
年
間

の
保
険
税
額
と
な
り
ま
す
。

の
と
こ
ろ
に
当
て

は
ま
る
数
字
を
入
れ
る
と
、

あ
な
た
の
税
額
が
算
出
で
き

ま
す
。

医療分＋介護分＝【 】円／年間

※総所得金額欄には、加入者それぞれの所得から基礎控除額33万円を控除後、世帯の所得の合計金額を
入れて計算してください。

国
保
税
の

決
め
方

国
保
税
を
計
算

し
て
み
よ
う

※介護分は、40歳から64歳までの人に合算して課税されます。

国
保
税
の

課
税

 ① 所得割額 　※総所得金額　　　　　　　　円× 0.076 ＝　　　　　　円
 ② 資産割額 　　固定資産税額　　　　　　　円× 0.1　 ＝　　　　　　円
 ③ 均等割額 　　24,000 円×　　　　　　　　人　　　　　　　　　　＝　　　　　　　円
 ④ 平等割額 　　　　　　　　　　　　　1世帯あたり　　 　　　24,200　円　 
　医療分の年間保険税額は　　①＋②＋③＋④＝　　　　　　　円　　※ 100 円未満は切り捨て

① 所得割額 　※総所得金額　 　　　　　　　円× 0.01 ＝ 　　　　　　  円
② 資産割額 　　固定資産税額 　　　　　　    円× 0.01 ＝ 　　 　　　　 円
③ 均等割額 　　5,100 円 ×　　　　 　　　　 人　　　 　　　　　　　＝　　　　　　 円　
④ 平等割額 　　 　　　　　 　　　　　　1世帯あたり　　　　　　5,100　円　 
　介護分の年間保険税額は　　①＋②＋③＋④＝　　　　　　 円　　※ 100 円未満は切り捨て

医
療
分

介
護
分
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口
座
振
替
に
す
る
と
、
あ
な

た
の
指
定
す
る
預
貯
金
口
座
か

ら
自
動
的
に
納
付
で
き
ま
す
。

納
め
に
行
く
手
間
が
か
か
ら
ず
、

う
っ
か
り
し
て
納
付
を
忘
れ
た

り
す
る
こ
と
も
な
く
便
利
で
す
。

口
座
振
替
の
手
続
き
は
、
取

り
引
き
し
て
い
る
金
融
機
関
へ
、

預
貯
金
通
帳
・
通
帳
印
・
納
税
通

知
書
を
持
参
し
、
口
座
振
替
依

頼
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

提
出
し
た
翌
月
か
ら
口
座
振
替
で

き
ま
す
。

納
め
た
国
保
税
は
、
所
得
税

や
市
民
税
の
課
税
対
象
と
な
る

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
ま
す
。

領
収
書
は
き
ち
ん
と
保
管
し
て

お
き
ま
し
ょ
う
。

納
付
は
口
座
振
替
で

社
会
保
険
料
の

控
除
の
対
象
に

必
ず
納
期
内
に
納
め
ま
し
ょ
う

国
保
税
の
納
税
通
知
書
は
、
各
世
帯
主
に

送
付
し
ま
す
。
世
帯
主
が
国
保
加
入
者
で
な

い
場
合
で
も
、
そ
の
世
帯
で
国
保
に
加
入
し

て
い
る
人
が
い
れ
ば
、
国
保
税
の
納
税
義
務

者
は
世
帯
主
と
な
り
ま
す
。

国
保
税
の納

付

納
税
義
務
者
は
世
帯
主

１.

納
期
限
が
過
ぎ
る
と
、
20

日
以
内
に
督
促
を
行
い
ま

す
。

２.
そ
れ
で
も
納
め
な
い
と
、

通
常
の
保
険
証
の
代
わ
り

に
有
効
期
限
の
短
い
「
短

期
被
保
険
者
証
」
を
交
付

し
ま
す
。「
短
期
被
保
険
者

証
」
は
、
ひ
ん
ぱ
ん
に
更

新
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

３.

納
期
限
か
ら
１
年
過
ぎ
る

と
保
険
証
を
返
し
て
も
ら

い
、
代
わ
り
に
「
被
保
険

者
資
格
証
明
書
」
を
交
付

し
ま
す
。
こ
の
場
合
、
お

医
者
さ
ん
に
か
か
る
と
き

は
、
医
療
費
を
い
っ
た
ん

全
額
自
己
負
担
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

４.

納
期
限
か
ら
１
年
半
を
過

ぎ
る
と
、
国
保
の
給
付
を

全
部
ま
た
は
一
部
差
し
止

め
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

５.

そ
の
ほ
か
、
財
産
な
ど
の

差
し
押
さ
え
の
措
置
を
と

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

だ
れ
で
も
や
む
を
得
な
い
事

情
は
生
じ
ま
す
。
分
割
納
付

な
ど
も
で
き
ま
す
の
で
、
滞
納

の
ま
ま
に
せ
ず
、
納
付
方
法
に

つ
い
て
、
早
め
に
収
納
課
で

相
談
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
災

害
そ
の
ほ
か
、
特
別
な
事
情

で
国
保
税
を
納
め
ら
れ
な
く

な
っ
た
と
き
は
、
申
請
に
よ
り

国
保
税
の
減
額
・
免
除
や
被
保

険
者
証
の
返
還
猶
予
な
ど
が

認
め
ら
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

国
保
税
を
滞
納
す
る
と

納　　　期

第１期 平成17年８月１日

第２期 平成17年８月31日

第３期 平成17年９月30日

第４期 平成17年10月31日

第５期 平成17年11月30日

第６期 平成17年12月26日

第７期 平成18年１月31日

第８期 平成18年２月28日

【
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
】

○
入
院
時
食
事
代
の
負
担
額

下
の
表
の
と
お
り

○
対
象

平
成
17
年
度
の
市
民
税
が
、
非
課
税
の

世
帯
の
国
保
加
入
者
で
、
入
院
中
ま
た
は
入
院

す
る
予
定
の
あ
る
人

○
有
効
期
間

８
月
１
日
〜
来
年
７
月
31
日

○
手
続
き

８
月
１
日（
月
）か
ら
、
保
険
医
療
課

ま
た
は
各
支
所
の
住
民
生
活
課
で
交
付
申
請
手

続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※
入
院
日
数
が
過
去
１
年
間
に
90
日
を
超
え
る
人

は
、
医
療
機
関
の
領
収
書
ま
た
は
入
院
期
間
証
明

書
な
ど
の
確
認
書
類
が
必
要
で
す
。

入
院
し
た
と
き
に
食
事
代
の
自
己
負
担
が
減
額
に
な
る
「
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
」
と
70
歳
以
上
の
人
の
医
療
費
の
負
担

割
合
が
記
載
さ
れ
た
「
高
齢
受
給
者
証
」
の
有
効
期
限
は
今
月

末
で
す
。
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
は
手
続
き
が
必
要
で
す
。

※70歳以上の人が同一世帯に２人以上いる場
合、一人が基準額を超えていれば70歳以上の
人は２割負担となります。
※課税所得が判定基準を超えても、年間収入
額が484万円未満（70歳以上の人が２人以上
いる場合は、合計収入額621万円未満）の人
は、申請により１割負担となります。

【
高
齢
受
給
者
証
】

○
判
定
基
準

下
の
表
の
と

お
り

○
対
象

70
歳
以
上
で
老
人

保
健
医
療
の
該
当
と
な
る

ま
で
の
国
保
加
入
者

○
有
効
期
間

８
月
１
日
〜

来
年
７
月
31
日

○
手
続
き

手
続
き
は
不
要

で
す
。
平
成
17
年
度
市
民

税
の
課
税
所
得
に
よ
り
負

担
割
合
を
判
定
し
、
今
月

下
旬
に
証
を
郵
送
し
ま
す
。

今
年
度
の
国
保
税
の
納
税
通
知
書
は
、
今

月
上
旬
に
送
付
し
ま
す
。

も
し
、
国
保
税
を
納
め
て
い
な
い
人
が
い

る
と
、
他
の
加
入
者
と
の
公
平
を
欠
く
ば
か

り
か
、
国
保
の
財
源
が
不
足
し
、
十
分
な
保

険
給
付
が
受
け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
。

納
期
は
次
の
と
お
り
で
す
。
必
ず
納
期
ま

で
に
納
め
て
く
だ
さ
い
。

証
の
更
新

市民税課税世帯 1日 780円
市  民  税
非課税世帯

90日までの入院 1日 650円
90日を超える入院 1日 500円

負担区分 判　定　基　準
２割負担 市民税の課税所得が145万円以上
１割負担 上記以外の人

納
付
相
談
を
行
な
っ
て
い
ま
す
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